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奈良県における人口の推移

2

● 奈良県人口は、この１０年間でも約９万人減少。南部東部だけでなく、北西部も人口減少が進み、
人口減少を念頭においた交通のあり方を検討していく必要がある。
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出典：奈良県「推計人口調査」より作成。いずれも各年の10月１日時点の人口

▲９万人

北西部地域：▲５％

※ 奈良市、大和高田市、大和郡山市、天理市、橿
原市、桜井市、生駒市、香芝市、葛城市、平群町、
三郷町、斑鳩町、安堵町、川西町、三宅町、田原
本町、上牧町、王寺町、広陵町、河合町

南部東部地域：▲２０％

※ 五條市、御所市、高取町、明日香村、吉野町、
大淀町、下市町、黒滝村、天川村、野迫川村、十
津川村、下北山村、上北山村、川上村、東吉野村、
宇陀市、山添村、曽爾村、御杖村

Ｈ25→Ｒ５の人口増減率



奈良県の観光客数の推移
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● 奈良県の観光客数は、コロナ禍で減少に転じたが、回復・増加傾向。インバウンド等の需要を着実
に取り込み、地域交通も含めて県内消費（利用客）を増やす取組が重要。

A（県北部）
奈良市、生駒市、山添村

Ｂ（県西部）
大和高田市、大和郡山市、御所市、香
芝市、葛城市、平群町、三郷町、斑鳩
町、安堵町、川西町、三宅町、田原本
町、上牧町、王寺町、広陵町、河合町

C（県東部）
天理市、橿原市、桜井市、宇陀市、曽
爾村、御杖村、高取町、明日香村

D（県南部）
五條市、吉野町、大淀町、下市町、黒
滝村、天川村、野迫川村、十津川村、
下北山村、上北山村、川上村、東吉野
村

（単位：万人）

出典：奈良県「観光客動態調査報告書」より作成。いずれも暦年
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奈良県における運転免許の自主返納数の推移
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● 運転免許の自主返納数については、コロナ禍での外出自粛の影響等もあって令和元年以降は減少傾向にあ
るが、高齢化に伴い今後も一定の返納が見込まれ、地域交通にとって潜在的な需要がある。
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出典：警察庁「運転免許統計」より作成。いずれも暦年
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奈良県の鉄道輸送
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● 平野部を中心に、近鉄とＪＲ西日本が鉄道ネットワークを形成。輸送人員が減少する中、路線区間
ごとの輸送密度向上が課題（駅（点）ではなく路線で、さらには路線だけでなく面的な沿線価値向上が鍵）。

▶過去20年間の輸送人員の推移（Ｈ13→Ｒ３）【人／年】

近 鉄 ： ３割減 （約1.6億人 → 約1.1億人）

↪ 吉野線：▲43％ ～ 京都線：▲23％

ＪＲ西 ： ３割減 （約3,800万人 → 約2,600万人）

↪ 和歌山線：▲38％ ～ 桜井線：▲26％

▶路線区間ごとの「輸送密度」(※)の例
※旅客営業キロ1kmあたりの１日平均旅客輸送人員

路線名 区間
輸送密度（人／日）

令和５年度

和歌山線 王寺～和歌山 4,024

王寺～高田 8,875

高田～五条 2,153

五条～和歌山 3,811

桜井線 奈良～高田 4,628

－

500

1,000

1,500

2,000

畠
田

志
都
美

香
芝

Ｊ
Ｒ
五
位
堂

高
田

大
和
新
庄

御
所

玉
手

掖
上

吉
野
口

北
宇
智

五
条

大
和
二
見

－

500

1,000

1,500

2,000

2,500

京
終

帯
解

櫟
本

天
理

長
柄

柳
本

巻
向

三
輪

桜
井

香
久
山

畝
傍

金
橋

【参考】区間別輸送人員（人／日）※令和３年度

出典：輸送人員の推移は奈良県統計年鑑より、輸送密度はＪＲ西日本公表資料より作成出典：令和３年度奈良県公共交通基本計画に基づく施策の実施状況報告書より引用



【参考】全国の鉄軌道路線の廃止状況（平成12年度～）

6出典）国土交通省「近年廃止された鉄軌道路線」から引用



奈良県のバス輸送
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● 奈良県では、鉄道駅等に接続する形で、平野部だけでなく山間部も含めて、広域的にバスのネット
ワークが形成。限られた事業者数の中で多くの路線を維持。
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▶奈良県の乗合バス輸送人員は減少

ピーク時から５割減

約9,400万人（Ｈ２）

約4,600万人（Ｒ５）

ただし、直近では観光需要等に
連動して輸送人員が増加する年も

出典）国土交通省「自動車輸送統計」（年度）及び奈良県
「観光客動態調査報告書」（暦年）。

▶奈良県は面積が広い（走行キロは長い）が事業者は多くない

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

大阪府 京都府 兵庫県 奈良県 滋賀県 和歌山県

１事業者当たりの年間走行キロ ※令和５年度
（単位：千キロ）

＜43者＞ ＜33者＞ ＜66者＞ ＜13者＞ ＜21者＞ ＜24者＞

大阪、京都は走行キロも長いが、輸送人員（年）も多い。
（大阪：198百万人、京都：166百万人、奈良：47百万人）

出典）国土交通省近畿運輸局業務要覧（令和５年版）より作成。いずれも一般乗合旅客自動車運送事業に係るもの出典）奈良県作成



【参考】他自治体におけるバス路線の廃止事例
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●大阪の金剛自動車株式会社のバス事業廃止
・運転者不足が要因となり、運行していた１５路線を廃止（路線バス事業を廃止）
・廃止後は、４市町村（富田林市、太子町、河南町及び千早赤阪村）が代替交通としてコミュニティバスを運行

（廃止された15路線） ▶バス事業廃止までの経過（申入れから約７ヶ月で廃止）

令和４年１１月 平日も土日祝ダイヤでの運行を開始

５年 ２月 土日祝ダイヤからさらに減便

５年 ５月 市町村、近畿運輸局、大阪府にバス事業廃止の意向を伝える

５年 ６月 ４市町村から財政支援も含めた形での路線維持、事業継続要請

５年 ９月 ４市町村に対し、令和5年12月20日に廃止する旨を通知

５年１１月 ４市町村の地域公共交通活性化協議会での議論を経て、

バス事業廃止について承認

５年１２月 金剛自動車株式会社がバス事業を廃止

４市町村でコミュニティバスの運行を開始

※富田林市、太子町、河南町及び千早赤阪村
地域公共交通活性化協議会資料より引用

＜コミュニティバスの運行状況＞

○金剛バス１５路線中４路線を廃止し、
１１路線でコミュニティバスを運行

※運行主体内訳
・４市町村協議会９路線
・太子町２路線

出典）富田林市ＨＰ



奈良県のタクシー輸送
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● 道路運送法に基づき奈良県では営業エリアが７つ設定されている。ドライバー確保に当たっては、
近隣府県とも競合するため、労働条件の改善が課題であるが、奈良県内は厳しい状況。

▶過去20年間の輸送人員の推移（Ｈ15→Ｒ５）【人／年】

５割減 （約1,004万人 → 約480万人）

出典）国土交通省近畿運輸局奈良運輸支局提供データ。いずれも年度

▶全国的にもタクシー事業者は中小の事業者が多い

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

車両規模別事業者数（法人のみ／令和４年度末）

10両まで 30両まで 50両まで 100両まで 101両以上

保有車両台数が30両以下が８割超

出典）国土交通省調べ

▶タクシードライバー等の推定年収（万円）※いずれも令和４年度

奈良県タクシードライバー ： 約268万円

大阪府タクシードライバー ： 約437万円

奈良県労働者 ： 約484万円

大阪府労働者 ： 約524万円

出典）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」による。
毎年６月の所定内給与と割増賃金を足して12倍し、同じ年の一時金・賞与を足した額。



【参考】全国のタクシー事業者の倒産等の状況
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● 平成15年（2003年）から令和４年（2022年）までに、全国のタクシー運転者数は半減。また、タ
クシー事業者の倒産件数が増加傾向。
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最近の地域交通の全体像（最近の傾向のイメージ）
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＜出典等＞
●年間輸送人員・・・鉄道：奈良県統計年鑑より近鉄及びJR西の令和３年実績 バス：近畿運輸局業務要覧より乗合バス事業の令和５年度実績 タクシー：近畿運輸局業務要覧より一般乗用旅客自動車運送事業の令和５年度実績
●鉄道の輸送密度（区間別平均通過人員）・・・データで見るJR西日本2024
●バスの輸送量・・・奈良県集計 ●タクシーの実働1日1車当たり輸送人員・・・近畿運輸局業務要覧より令和５年度実績

←少量輸送 【輸送密度】 大量輸送→

←

不
特
定

【
利
用
者
】

特
定→

鉄 道

県内輸送人員
：約1.37億人／年

路線バス

コミュニティバス

タクシー

県内輸送人員
：約500万人／年

マイカー

乗合タクシー
公共RS等

今後は送迎バスや
スクールバスの混乗化の必要性も

県内輸送人員
：約4,700万人／年

免許返納

鉄道の輸送密度の低下（JR西の例（H10→R5））

・和歌山線： 6,408 → 4,024 人／日
・関西本線： 29,541 → 28,691 人／日
・桜井線 ： 5,377 → 4,628 人／日

バスの輸送量の低下（一部路線の例（Ｈ27→Ｒ６））
・天理桜井線 ： 37.4 → 22.8 人／日
・八木御所線 ： 16.4 → 12.1 人／日
・白鳳台住宅線： 102.6 → 95.7 人／日

▶ 上記は路線全体の数字。このうち、2,000人/日程度の区間も。
▶ 他自治体の場合、数百人/日の路線では存廃等が現実の議論に。

※１仮に鉄道の輸送密度と同様の考え方で、県内乗合バスの直近
の輸送密度を推計した場合。

▶ 国補助要件は15~150人／日（コロナ禍での特例あり）
※２県内のタクシー実働1日1車当たり輸送人員

ドライバー不足、廃業

他自治体では廃止も

鉄道輸送密度
：数千～万人/日

バス輸送密度
：約百人/日※１

バス輸送量：数百人/日台

タクシー輸送量
：25.5人/日台※２

他自治体では廃止も
既に県内でも一部コミュバス化



奈良県地域交通改善協議会
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「奈良県地域交通改善協議会幹事会」
幹事長：奈良県県土マネジメント部長

幹 事：副市町村長、交通事業者・関係団体担当役職員、近畿運輸局担当課長 等

「奈良県地域交通改善協議会」
会 長：奈良県知事

委 員：市町村長、交通事業者・関係団体代表、近畿運輸局担当部長等

「地域別部会」
奈良県県土マネジメント部リニア・地域交通課長

市町村公共交通担当課長、奈良運輸支局首席運輸企画専門官 等

エリア公共交通検討会議（１８グループ）

※活性化法法定協議会としての
位置づけを有する

北西部地域
奈良市、大和郡山市、
生駒市、香芝市、
平群町、三郷町、
斑鳩町、安堵町、
川西町、三宅町、
田原本町、上牧町、
王寺町、河合町

中部地域
大和高田市、橿原市、
桜井市、御所市、
葛城市、高取町、
明日香村、広陵町

東部地域
奈良市、天理市、
桜井市、宇陀市、
山添村、曽爾村、
御杖村、東吉野村

南部地域
五條市、吉野町、
大淀町、下市町、
黒滝村、天川村、
野迫川村、十津川村、
下北山村、上北山村、
川上村、東吉野村

※活性化法法定協議会・・・「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」第５条第１項に基づき、地域公共交通計画の作成及び実施
に関し必要な協議を行うための協議会

※地域協議会・・・「道路運送法施行規則」第１５条の４第１項第２号に基づく、地域住民の生活に必要な旅客輸送の確保に関する協議会

※地域協議会としての
位置づけを有する

地域公共交通計画の策定

協議会の調整、
国補助に係る計画の策定等

各地域の広域的な事項の調整

各グループの協議対象路線
の改善策の検討
奈良県地域公共交通計画の
進捗状況の検証

● 奈良県では、｢地域公共交通の活性化及び再生に関する法律｣に基づく協議会として「奈良県地域交通改善協議会」を組織。

【役割】①協議対象路線の毎年度の運行実績に基づく診断の実施及び診断結果等を踏まえた運行改善策の検討
②国及び県補助の対象系統（各補助に係る計画）についての合意
③｢奈良県地域公共交通計画｣の策定・変更に係る協議
④その他公共交通施策に関する案件の調整及び意思決定



奈良県公共交通基本計画
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〇 地域の自立を図り、くらしやすい奈良を創るため、県民・来訪者の移動ニーズを支える県内公共交通とその拠点を実現する

〇 地域がより主体的に公共交通を維持・充実する取組に参画する

〇 持続可能な社会・地域づくりに貢献する公共交通を構築する

・奈良県公共交通条例に基づき、まちづくり、医療・福祉、観光、産業その
他の施策との連携を図りながら、公共交通に関する施策を総合的かつ計
画的に推進するため、平成２８年３月に策定。

・策定後の状況変化に対応するとともに、取組の成果及び課題を踏まえて
施策をさらに強化するため、令和４年３月に改定。

・本計画に基づく具体的な取組を定める「奈良県地域公共交通網形成計画」
についても、本計画の改定及び国における制度改正を踏まえ、「奈良県
地域公共交通計画」として令和５年３月に改定。

対象とする公共交通の範囲は、鉄道、路線バス、タクシーに加え、市町村等が主に事業主体となるコミュニティバス・デマンドバス、自家用
有償旅客運送や住民同士の助け合いによる運送のほか、施設バスやシェアサイクル等、幅広く捉えることとする。

（１）地域の拠点としての駅・バス停等の質の向上

（２）誰もが使いやすい利用環境の整備

（１）地域がより主体的に公共交通の維持・充実を図る
取組の強化

（２）地域の輸送資源や多様な輸送モードの活用

推進施策１県内公共交通の維持・充実に向けた取組 推進施策２ 公共交通に関わる空間の質向上

バス情報提供設備
（奈良交通提供）

対象区域、実施主体や
役割分担を明示する

「公共交通とまちづくりのデッサン」

本計画の基本理念を実現するため、下記の４つの施策を推進する。

貨客混載の取組
（近畿日本鉄道提供）

商業施設と連携した
サイクル＆バスライド
（奈良交通提供）

（１）｢奈良モデル｣に基づく、市町村・交通事業者・県民
等との連携・協働

（２）公共交通を担う人材の確保・育成

（１）デジタル技術の活用による移動手段の確保や
利便性向上

（２）脱炭素社会の実現に向けた取組の推
進

推進施策３ 多様な関係者による連携・協働

AIデマンド交通の実証運行地域の関係者による協議 奈良県庁屋上ギャラリー 環境に優しい車両の
導入支援

全ての県民が健康で文化的な日常生活、社会生活を営むた
め、公共交通による移動環境を確保することを目的として制定。

奈良県地域公共交通計画

県の公共交通施策を実施するにあたっての基本的な方針及
び総合的かつ計画的に講ずべき施策を定めるもの。

奈良県公共交通基本計画及び地域公共交通活性化再生
法に基づき、地域特性に応じた多様な交通サービスの組み合
わせや移動環境の向上、利用促進など具体的な取組を定め
るもの。

（平成25年制定）

（令和６年３月に一部改定）

（平成28年策定。令和４年３月改定）

奈良県公共交通基本計画

奈良県公共交通条例

推進施策４時代の変革に対応した公共交通の構築

奈良県公共交通基本計画について

基本理念

総合的かつ計画的に推進する施策



奈良県公共交通基本計画に基づく取組
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・鉄道駅へのエレベーター設置工事等や、ノンス

テップバス車両の導入に対する補助を実施。

*対象駅の段差解消率８２．８％

（平成２８年度：７３．４％）

・多様な地域の輸送資源を総合的に捉えて議論

する「エリア公共交通検討会議」を継続実施。

・同会議を、県内１８エリアで実施し、路線の

抜本的な見直し等一定期間を要する特に重要

な取組である「重点取組事項」についても一

部エリアで設定。

推進施策１ 県内公共交通の維持・充実に向けた取組 推進施策２ 公共交通に関わる空間の質向上

推進施策３ 多様な関係者による連携・協働 推進施策４ 時代の変革に対応した公共交通の構築

取組例① 「公共交通とまちづくり等の検討プロセス」の強化

取組例② 公共交通の利用環境の整備

取組例① 関係者間の連携による検討体制の強化

取組例② 公共交通分野における環境負荷の低減

取組例② 地域公共交通の多面的評価方法の導入

・公共交通があることで、まちづくりや医療

等他の施策分野で生じている価値（クロスセ

クター効果）の活用を推進。

・奈良県版クロスセクター効果簡易算出ツー

ルを作成。

・バス停の上屋整備や、自転車との乗継拠点整

備を支援。

・地域の拠点施設における、多言語対応のバス

情報案内設備設置を支援。

取組例① 駅・バス車両等のバリアフリー化の一層の推進

取組例② 行政職員等の育成及び情報発信

・市町村の公共交通担当者を対象として、関係

法令や、国・県の支援制度、取組内容等につ

いての研修会を実施。

・テーマを設定し、そのテーマに沿ったセミ

ナーや市町村担当者からの事例紹介を実施。

・脱炭素社会に向けた取組の一環として、県

内バス路線における初のＥＶバス導入を支援。

取組例① デジタル技術による公共交通サービスの維持・充実

・公共交通の利便性の向上や運転手不足への

対応等を目指し、AIデマンド交通や自動運

転バスなど、県内におけるデジタル技術を

活用した新しい公共交通サービスの実装に

向けた取組を実施。

・三郷町、明日香村で公道における自動運転バ

スの実証実験を実施。

・利用者数、収支率等の客観指標に基づき、地

域の関係者で改善策を検討・実施。

*診断指標を満たす対象広域バス路線：６０％

・地域が主体的に参画し、多様な輸送資源を

活用する取組に対し、県が補助。

取組事例

R169ゆうゆうバス沿線魅力発見
マップ

（奈良県バス協会より）

運
行
費
用

クロスセクター効果のイメージ

運賃収入

財
政
支
出

分
野
別
代
替
費
用

クロス
セクター
効果

差
額

ノンステップバス（奈良交通提供）

白毫寺バス停上屋整備

エリア公共交通検討会
議

人材育成研修会
EVバス車両

自動運転バス車両



【最近の取組】マイカー公共交通（公共ライドシェア）の導入

●「交通空白」の解消に向けて、国において新たな交通手段確保のための制度整備が推進。
●奈良県においても、県下初となる「公共ライドシェア」の導入に向けて今年度から取組を開始。

目的地自宅周辺

▼想定している運用のイメージ（案）

・ドライバーは法定講習を受けた地域住民、車両は住民のマイカーを使って運行

・利用者は事前に電話またはLINEでの乗車予約

・運賃・停留所・予約期限等のサービス詳細は地域住民等と協議

＜国で整備された制度＞
※下図は国土交通省資料より引用

奈良県で実証することを検討中の公共ライドシェア
（住民ドライバーがマイカーで利用者を送迎する助け合い公共交通サービス）
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【最近の取組】鉄道沿線としての取組 ～ならSLOW & Loop～

16出典）奈良県ＨＰより 特集ページURL : https://www.pref.nara.jp/item/317770.htm



【参考】奈良県の公共交通に関する支援制度 ※金額はいずれも令和６年度予算額
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● 奈良県では、市町村や交通事業者向けの様々な支援制度がある。例えば、市町村が新たな交通確保策の検討や実
証等を行う場合は「公共交通基本計画推進支援事業」の活用が可能。
※これらの事業以外にも、市町村の意向も踏まえて、県がとりまとめる形で様々な実証等（公共ライドシェア、自動運転）を行っている。

奈良県基幹公共交通ネットワーク確保事業（対象：交通事業者、市町村、協議会等）
① 交通事業者が運行する幹線系統の運行費を支援
② 市町村連携により幹線系統の運行を確保する取組に要する経費を支援
③ 市町村等が新たに運行を開始するフィーダー系統の運行費を支援

公共交通基本計画推進支援事業（対象：市町村、協議会）
地域における公共交通の効率的な運行に向けた調査検討や実証運行、利用環境整備を支援

連携協定に基づくバス交通支援事業（対象：奈良交通株式会社）
奈良県と奈良交通（株）との連携協定に基づき、県内のバス利用環境の向上を目的に、電

気バスの導入やバス停高機能化等に要する経費を支援

鉄道駅バリアフリー整備事業（対象：鉄道事業者）
鉄道駅における段差の解消、内方線付点状ブロックの設置等のバリアフリー整備に要する

経費等を支援

外国人観光客受入環境整備促進事業（対象：タクシー事業者等）
外国人観光客等の安心・快適な県内移動・周遊と滞在を促進するため、交通事業者等によ

る受入環境整備を支援

227,946千円

63,000千円

7,900千円

63,200千円

12,500千円



【参考】公共交通基本計画推進支援事業の活用事例
①調査検討

実施年度 実施団体 検討内容

令和３年度 大和高田市地域公共交通活性化協議
会

• アンケート調査による地域住民等移動のニーズの把握
• 大和高田市地域公共交通計画の策定に向けた調査･検討

葛城市地域公共交通活性化協議会 • 住民アンケート調査による移動実態や公共交通の問題点等の分析
• 利用者アンケート調査による利用者実態等の分析

令和４年度 大淀町 • 住民アンケート調査による町民の要望及びニーズの把握
• 大淀町地域公共交通計画の策定に向けた調査･検討

上北山村 • 住民アンケート調査による移動実態の把握と活動機会の分析
• コミュニティバスの再編計画の検討

令和５年度 天理市地域公共交通活性化協議会 • 天理市地域公共交通計画の策定に向けた調査･検討
• 市民及び来訪者に対するアンケート調査を実施･分析

葛城市地域公共交通活性化協議会 • 予約型乗合タクシー実証運行計画の策定に向けた調査･検討
• 運行ダイヤやミーティングポイントの設置場所について検討
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実施年度 実施団体 事業内容

令和３年度 五條市 • 牧野、北宇智、二見の３コースでのミーティングポイント型デマンド交通の実証運行

宇陀市 • 大宇陀南部地域における有償ボランティアによるコミュニティバスの実証運行

令和４年度 生駒市 • 鹿ノ台地区におけるコミュニティバスの実証運行

明日香村 • 飛鳥キトラ線の見直し及び村内の交通サービスレベルが低い地域へのデマンド交通導入

令和５年度 山添村 • 山添村役場～奈良市内の駅および商業施設を結ぶ村民送迎バスの実証運行

橿原市 • 真菅地区におけるタクシー車両を利用した乗合交通の実証運行

②実証運行

実施年度 実施団体 事業内容

令和３年度 明日香村 • 路線バス停留所への上屋整備

上牧町 • 路線バス停留所へのベンチ設置

広陵町 • コミュニティバスの路線変更に伴うバス停の整備

令和４年度 香芝市 • コミュニティバス停留所における標柱改修、縁石切り下げ、視線誘導鋲設置及び路面標示設置工事

川上村 • 川上村デマンド乗合タクシー「ニコニコ号」の新規車両購入

令和５年度 広陵町 • 一部のコミュニティバス路線を予約型乗合バスに移行することに伴う乗降場所サインの整備
• バスの予約や決済機能を有する広陵町版MaaSの構築

大淀町 • 停留所看板を視認性の高いレイアウトに変更
• 特別乗車券の増刷と、町公共交通ガイドブックの作成

③利用環境整備


